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行
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休
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〔
省

令
〕

〇
税
理
士
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
財
務
三
二
）

〔
告

示
〕

〇
駆
動
補
助
機
付
自
転
車
の
型
式
認
定
番
号

を
指
定
し
た
件
（
国
家
公
安
委
四
二
）

〇
普
通
自
転
車
の
型
式
認
定
番
号
を
指
定
し

た
件
（
同
四
三
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
六
八
）

〇
中
小
企
業
支
援
法
第
十
一
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
中
小
企
業
診
断
士
を
登
録
し

た
件
（
経
済
産
業
一
二
六
）

〇
中
小
企
業
診
断
士
の
登
録
等
及
び
試
験
に

関
す
る
規
則
第
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に

基
づ
き
氏
名
に
係
る
登
録
簿
の
変
更
を
し

た
件
（
同
一
二
七
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁押

収
物
還
付
公
告
の
取
消
、押
収
物
還
付
、

有
権
者
申
出
方
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者

の
業
務
停
止
処
分
、
隊
員
の
懲
戒
処
分
に

係
る
被
疑
事
実
通
知
書
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

〇
中
小
企
業
診
断
士
の
登
録
等
及
び
試
験
に

関
す
る
規
則
第
十
五
条
第
一
項
第
二
号
の

規
定
に
基
づ
き
登
録
の
消
除
を
し
た
件

（
同
一
三
〇
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
国
土
交
通
七
七
四
〜
七
七
九
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
中
部
地
方
整
備
局
四
一
、
四
二
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣
府

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

土
地
家
屋
調
査
士
民
間
紛
争
解
決
手
続
代
理

能
力
認
定
の
実
施
に
関
す
る
公
告（
法
務
省
）

労

働

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
に
係
る
交
通

政
策
審
議
会
の
意
見
に
関
す
る
公
示

（
国
土
交
通
省
最
低
賃
金
公
示
一
）

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
福
島
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
、
福
井
同

三
、
四
、
和
歌
山
同
二
、
岡
山
同
二
、
山
口

同
四
、
高
知
同
二
、
大
分
同
三
）

国
土
調
査
法
に
基
づ
く
国
土
調
査
と
同
一
の

効
果
が
あ
る
も
の
と
し
て
の
指
定
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

〇
中
小
企
業
支
援
法
第
十
一
条
第
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
中
小
企
業
診
断
士
を
再
登
録

し
た
件
（
同
一
二
八
）

〇
中
小
企
業
診
断
士
の
登
録
等
及
び
試
験
に

関
す
る
規
則
第
十
五
条
第
一
項
第
三
号
の

規
定
に
基
づ
き
登
録
の
消
除
を
し
た
件

（
同
一
二
九
）
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